
4活~
香時

第 129巻第4・5号

租税法院についての覚え書(上) 木崎喜代治 1 

イギリス鉄鋼分塊・条鋼圧延工場における

労使関係の実態 (1)・・・… u ・・H ・H ・・・・・・・…・・ 菊 池 光 造 22 

フラ Yス電力における資木供与金制度の展開・藤井秀樹 48 

ソ連邦の工業化と外国技術 ー..............林田博史 71 

銀行の規模と成長・ ーー '・・ー 内田 滋 93

書評

R.N トーマス. J. Hハンタ編著

『発展途上世界における国内移住制度

特にラテン・アメリカに関連して』 ・ 町一・・竹 内 勉 115

昭和 57年 4・5月

草郡大事経務事書



(311) 71 

ソ連邦の工業化と外国技術

林田 博 史

I はじめに

1920年代初頭のソヴ品ト経済は，後進也と国際的孤立に加えて，第 1次世界

大戦と園内戦=干渉戦による経済崩壊υという深刻な状況下にあった。

1921年に始まる新経済政策(ネ νプ〕は，この諸困難を克服し社会主義を建

設する方策として提起されたものであった。レーェンは不ッフーを「いくつかの

大国にプロレタリア革命がおきるまでの経済関係あるいは経済体制の型J" と

して論じている。 iいくつかの大国にプロレタリ 7革命がおきるまでの」とい

う条件の合意は，発達した工業国の援助によって個人小農経営を変革すること

ができるまでということであり，従ってネップとは，個人小農経営の存在古前

提として，それと社会主義工業の経済循環=兄ムイチカを達成していくという

枠組をもつものであったということができる。具体的には i苦い悲しむべき

必要J"であった戦時共産主義期の食糧割当徴発制を食糧税制にとりかえ，税納

入後の余剰生産物の市場取引を許容することによって，農民の生産的エ不ノレギ

ーを解放し農業を復興する。農業復興による工業へり食糧，原燃料の安定的供

給を基盤に都市工業乞復興し，農業への工業製品の供給を確保する。この農工

閉経済循環の拡大のうちに漸進的に工業化を行ってしぺ。図式化して言えば，

以上がレ ニンのネップ論である。

1) 戦前191&年比で192(年にはセンサス工業総生産13.8判，農業総生産65.3%であった (Col{ua
llucmUtteCICoe cmpoumeAbcm(Jo CCCP， M.，1936， CTp. 2， CeJlbCICOe x03Hucm8o CCCP， M.， 
19印， CTp. 79')0 

2) B凶刀印刷，flo/lJi. c06. CO't.， 叩 M 43， CTp. 382，邦訳『レ ニン全集』第32巻， 346ベーンQ

3) T削減<e.crp. 381.司上345ペジー
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とはいえ，ネヅプは当面の経済復興策とし、う性格を強〈もっており，復興終

了後に生じうる諸困難への対応策まで十分考慮した上で提起されたものとはい

えなかった。

ネッフ導入後ソヴェト経済は急速に復興し， 1925/26年にほぼ戦前農工比率

で戦前生産水準に達したヘ しかし，急速な復興と同時に穀物調達不振のが生

じてくる。革命による需要構造変化の下での戦前農工比率による戦前生肢水準

への復興そのものが，商品飢謹=穀物調達不振を招L、たのであるヘ

復興完了とともに， 1部門， Il部門工業の設備能力はともにその限界に達し，

国民経済全体の拡大発展は I部門工業の固定資本更新と新建設に全面的に依有

寸るに到る。しかし， 1部門工業への投資ほ，将来の商品飢謹を緩和するもの

であっても当同のそれを緩和するものではなし加えて，大畠:の投資資令をど

こに求めるかとし、う問題が解決されねばならなかった。

1927/28年の穀物調達危機を契機に， スターリンを中心とするソ連共産党主

流派は，不ップの継続・深化を主張するブハーリンら反対派をしりぞけ，個人

小農経営の存在を前提した農工スムイチカという経済関係の「型」そのものの

転換に解決を見い出して行く。転換は，個人小農経営の集団的大規模経営への

転換(農業集団化)と農業からの価値移転に基づ<1部門工業の確立(工業

化〕の以上2点を主な内容とする。

4) 戦前1913年水準を100とすると，センサス工期詰生産は1926年に108.1，農業総生産は192号守に
112 iこ達した CCol{uaJluCmUtteCKoe cmpOUme/lbCm80 CCCP， M.， 1936， c'1'p.2， Ce品山田

五03flucm80CCCP. M.， 1960， CTp. 79.). 

5) 穀物調達白血603arOTOBKa)とは公的機関が何らかの方法で直接的生産者である直民から穀物
を調達する ζ とである。

6) 10月革命は，異常に高い穀物商品化事と異常に低い農民の工業製品需要をもたらしたツフ リ

時代目諸条件を解体して，穀物商品化率の栴J、と農民の工業製品需要の噌人をもたらした。農業
生庄性の急速な増加が期待できない以上，穀物商品化事の増大は立業製品供拾の量的拡大とその
価値低下によって果たされるほかないロ復興水曜の11tH錨昔では，未利用の士業遊休設備の崎働
率上昇によって，穀相均的曽大→工業生産拡大(特にE部門〕 生産費縮小→農民への工業製品
供給増大→殻物供給増大というメカニズムが働いたが，復興完了=琢働率1似附接近によって，
そのメカユズム広働〈岳地抗告曜に失われていった〔南塚信吾， ソ連邦「復興期」における工業
団定資本問題ーー→プレオブラヅヱンスキ の理論を中心に ， r土地制度史学」第38号， 1-23 

ベージを参照〉。



ソ連邦の工業化と外国技術 (313) 73 

木稿の課題は r型」の急激な転換期である第 1次5ヶ年計画期を主たる対

象として，工業面における構造転換の過程で欧米技術が果した役割を，機械設

備の輸入と技術援助協定の利用の 2点から明らかにし，技術導入に伴う若干の

問題点を検討しようとするものである。

Il 機械設備輸入と工業化

ソ連句貿易構造は，機械設備，金属の輸入と原料，食料品の輸出を特徴とし

ている(第l表〕。輸入および愉出総額(年平均〕は， 第 1次 5ヶ年計四別に

その前 5ヶ年と比較してそれぞれ40，?{， 30%増大し，第2次大戦前の時期でこ

の時期が附絶した位置を占めている。品目別に見'"i-， 輸入では絶対額が増大

L たのは機械設備，金属， '@主設資料の 3品目で，他品目は減少している。とり

わけ機械設備は 3倍強， 金属は2.5倍弱の著しい増大を示L.， 全輸入に占める

割合もそれぞれ 45.5%， 17.5%を占めるに到る。輸出ではほとんどの品目が絶

対額を増大させるがy 特に動植物性原料，燃料・鉱物資源，消費用工業製品の

輸出増が輸入増を埋め合わせている。

以との第 1次 5ヶ年計画期貿易構造の特徴 機械設備，金属の大量輸入と

国民消費関連品目の輸入減・輸出増←ーは，この期に国民消費を一定犠牲にし

て工業化が追求さわしたことの貿易面における反映である。

ところで，第 1次 5ヶ年計画期は世界大恐慌の時期と重なっていた。世界大

恐慌はソ速の外国貿易にとって，主要輸入品である機械設備よりも主安輸出品

である食料サ原燃料の価格下落の方が著しかったために不利に作用した"反面，

ソ連の欲するどんな種類の機械設備でも自由に獲得てきたという志味では有利

に作用した"'

7) 1929年をJuuとすると， ライ麦の世界市場価格は1935平に 28，2，オート麦のそ才しは29.4の水準
にまで下がった。他方，機械設備の輸入価格は， 1928年を100とすると，最低の1932年でも91.5 

であった(且且 MHWyCTHH，BHelUliflfl mOpe08/lJl U ufldycmpUa/lU3a中(fl CCCP， M.， 
1938， CTp. 61. 131.)0 

8) 機械設備の世界貿易のうち， 1931年に約3分のし 1932年に約 2分の 1がソ連向け附出であっ
7こ CUcmopltflCO即JaJlIJCmU'ieCKof1司lWHf'Mll-1tU CCCP， TOM 3， M.， 1977， CTp. 313.)0 
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(l95C年価格，単位1，0叩ノレ プリ〕

| 総計 | 酬 設 備 l金属陣警告 i星野営 l妻鹿工
1913年 | 価格 4，791，946 1 7田，即 1 323，同01 4丸 1741 2，748，337 1 496，0阻

1 (財) 1 (1的 0)(166)1(6.8〉|(8.9) 1(573) 1(104) 

rE|111 1m/24~1四 7/28 価格 叩 50，6061 465，922 1 230，289 ，1 224，318 1 1，山，158I 98，044 
年平均 (的 (100.0) 1 (19.8) 1 (9.8~I ( 9.5) (567)1 (4.2〕

入 51，692
(100.0) 145.5) 1 (17.5)( 5.5)〔29.9J(1.6) 

第 2次 5カ年計画期 価格 99叩 5I 324，日 1 267凡 61 67，654 I 312，908 I 18，914 
年平均 t月) (1削 O〕 (o2γ)| (27.0)| ( 6.8) (34.7)| C 1.9J 

1913年 価 措日97，8221 山 8301 8刷 3I 6明 341 4，888，793 1 248，482 
サ〔見)I100.0)l( 0.3)|( 1.5) 1 (1.2)(92.3)|( 4.7) 

愉 1923(24cv1927(28 価格 2，267，佃6I 3，240 I 78，936 I 18，862 明 2，7201 山，回
年平均 (厚) I (100.0) I01)  1 (3.5) 1 (0.8〕 (90.6) 1 ( 5.1) 

出 第 1次 5カ年計匝側 価格 2，921，505 1 12，230 1 33.008 1 43，009 1 2.525.709 1 3口7，54R
年干均 (が〕 (1日0.0)104)  (11) 1 (1.5) 1 (86.5) 1 (105〉

第2次 5ヵ年計画期 価格 1，371，752 1 26，071 1 51，669 1 47，786 1 1，107，818 1 138，4日目
年平均 (タザ) 1 (1叩0)1 (1.9) 1 (3.8) 1 (3.5) 1 (80.8) 1 (10.1) 

1913守 価格 505，876 ム782，997 ム242，517 ム361，540I 2，140，456 ム247，526

自三 1悶 (24cv1927(28年平均 ρ ム町20 ム46制 2 ム151，353 ム205，457 明日Z 山田

マ賢第1次 5カ年計回期年平均 グ ム叫師1ム1，461J905 ム5附

イ 第 2次5カ年計画期年平均 11 380，377 ム298，082 ム216，077 ム19，868 794，910 1 119，494 

E11 持I易貿ιコ記ゾ第 1表

BH剖 'lHfl51mopw6Jl51 CCCP 3a 1918-1940 U.， M.， 1960， CTp. 45-401 III所
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第2表 ソ連の機械設的輸入:品目思Ij構成 (1950年価格，単位 1，凹Oルプり〕

1913年

1す??
第計画i期次年8平カ年均1製計画2次期年5平カ年均

価格 |が 価格 1% 価格 1 % 
金属切削工作機 44，567 5.6 35，488 7.6 228，932 15.5 90，881 28.0 

鍛造プ νス~vTI日 139 0.0 2，553 05 42，124 29 15，651 48 

動力設備 65，606 8.2 12，995 2.8 130，310 8.8 21掴726 6.7 

電機設備 64，423 8.1 46，686 10.0 148，694 10.1 22，491 6.9 

鉱山設備 2，348 05 43，160 2.9 3，133 1.0 

コークス設備 3，652 0.2 491 0.0 

熔鉱設備 356 。。 511 0.2 

製鋼設備 421 0.0 249 0.1 

圧延設備 1，854 0.2 845 0.2 9，005 0.6 13，765 4.2 

鋳造設備 3，065 0.2 2，515 0.8 

石油採取ボ リγ グ設備 6，168 1.3 2U，998 1.4 2，170 0.7 

昇降・運搬設備 1，743 0.2 4，186 0.9 41，507 2.8 5，957 1.8 

食品工業設備 8，576 1.1 8，788 1.9 10，748 0.7 5，186 1.6 

軽工業設備 12，037 5.3 31，517 6-8 32，916 2.2 8，056 2.5 

化学工業設備 407 0.1 29，859 2.0 9，527 2.9 

製紙工業設備 1，795 0.2 5，281 1.1 13，128 0.9 7，028 2.2 

木材加工工作機 5 ， 41~ 。7 2，553 05 6，591 。 1，382 0.4 

建設工業設備 2，830 0.2 631 0.2 

掘削機・道路建設設備 3，261 0.7 18，337 1.2 3，132 1.0 

ポ γ プ・コンプ V 'lサー設{席 30，222 3.8 579 0.1 45，877 3.1 10，778 3.~ 

印刷工業設備 5，256 0.7 5，241 1.1 4，612 0.3 2，817 0.9 

通信設備 1.279 0.2 2，348 0.5 4，851 0.3 4，363 1.3 

ボ ルベヤリジグ 50，618 3.4 26，147 8.1 

トラクター(予備部品を含む〉 28，195 6.1 154，449 10.5 1，857 0.6 

農業機減 160.2口520.1 52，830 11.3 76，483 5.2 190 0.1 

鉄道草稿 4，855 0.6 17，380 37 24，446 17 3，960 12 

自動車〔子。ffl部品を含む〕 60，571 7.6 て:到 4.5
70，875 4.8 

船舶 18.982 2.4 0.9 37，245 2.5 18，8961 5.8 

出所 BHemHHfl mOpW8，Jlf[ CCCP 3a 1918-1940 ι. M.， 1936， CTp. 2Cι375 
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機械設備輸入に限って今少し詳しく検討してみよう〈第2表〕。

第 1次 5ヶ年計画期，輸入絶対額で前 5ヶ年を下まわる品目は皆無であるが，

その中でも顕著な伸びを示した品目は，金属切削工作機械(年平均絶対額で前

5ヶ年の 6倍)，動力設備 (10倍)， ↑ラクターに邑倍〕である。その結果，機

械設備愉入の主要品目構成は，金属加工機械設備〈金属切削工作成，鍛造プレ

ノ、設備〉一一18.4%， 動力・電気機械設備 18.9%， ト7グター・農業機械

一一15.7%，輸送機械(鉄道車柄， 白動車，船舶)- 0.2%となった。

更に，第 1次 5ヶ年計画期に前5ヶ年で輸入きれなかフた品目が新たに付吋

加わっている点が注目される。冶金関連設備，化学工業設備，建設工業設備，

Rールベヤりングがそれである。

以との第 1次 5ヶ年計画期の機械設備輸入品目構成の特徴をこの期のソ連国

民経済との関連で見ると，第 1に，機械製作業を中心とする工業イじのための輸

入(冶金関連設備の新たな輸入，金属切削工作機=機械をつくる機械の大量輸

入，機械製作業関連品目 ポーノレベヤリングとゴム関連化学工業設備の新た

な輸入)，第2に，工業化のための動力・電気機械設備の大量輸入と建設工業

設備の新たな輸入，第 3に，工業化のボトノレネックである輸送関連機械の輸入，

第 4に，農業集団化に技術的基盤を提供すべき機械設備の輸入〔トラクター，

農業機械の大量輸入， 肥料関連化学工業設備の新たな輸入)， 以上の諸点が特

徴的である。

次に，輸入機械設備がソ連国民経済においてL、かなる位置を占めていたのか

を見てみよう。額で見ると，第 1次 5ヶ年計画期，基本建設に約 500倍、ノレープ

リが立出されているが，そのうち87億ノレ プリが機械・設備輸入にあてられて

いるヘ第3表は， 1929ー 1931午の期間に新たに設置された機械設備に占める

輸入機械設備の比重を表わしている。表から明らかなように，動力，鉱山，冶

金，金属加工関連の機紙設備では， 1934年日月 15日現本ソ連国民経済に設置さ

れている機械設備のうち1929年以降に新設された機減設備の占める割合が市<，

") 且且 MHllIyCTHH，Yr<:a，'? (ヨペ>CTp. 75 
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新設機械設姉に占める愉入機械設備の比m(19:i..J年9月の般調査賢料による〉

機械設備種類(単位) ド翠川9fJ:f以械降凶 l 主輸怖語入に占の詰7め4主る I 機械設備種類〔単位〉 1新備監92主設に9機2占23め戒41 年設る

ポイフー (加熱表而積) 48.5 46.0 履物用接合機 (白 数〕 55.2 75.3 

原動機 〔山 刀〕 69.7 78.5 平版機 汐 46.0 95.4 
発電機 (昨 ρ 74.4 68.9 輪転機 ノ少 10.9 96.9 

ポ リング機 〔台 数〉 83.5 73.9 熔鉱炉 (利用容積〕 41.9 耳ミ匹q
穿干し機 ノノ 93.5 54.7 マーチン担ヨ 〔炉底面積) 55.7 不明
破砕ハンマー /ノ 99.3 18.5 製鋼用転炉 〈ト シノ 数〕 68.3 79.2 

掘削機 /ノ ) 80.4 78.4 電炉 ノツ 94.5 不明j

砕鉱機 ρ 75.4 38.3 鉱石加熱炉 〔山 力〕 96.5 73.8 

遠心分離機 /ノ 54.9 63.9 ゴーグス炉 〔容 積〕 47.8 不明
圧縮プレス ノツ 59.4 27.0 不断熔焼炉 ノツ 50.1 不明
鋳型プレス ノツ 68.9 21.5 黄鉄鉱賠焼用車え炉 (炉氏面積〕 74.9 40.5 

製紙機 〔 1シ 9.7 90.9 セメ γ ト陪焼月1転炉〔容 積〕 51.7 94.3 

庄延機 (動力山力〕 27.9 60.2 電気加熱炉 〔台 数〕 93.1 40.0 

金属鍛造用機械 (台 数〕 52.5 55.2 圧力容器 ( " 76.3 29.0 

金属切削工作機 〈 " 59.3 49.6 ポンプ 〔 ル 63.1 23.3 

市気溶接機 I! 93.5 10.5 コンフレツ】り一一 ( ノノ 67.3 bり2

木挽き機 汐 〕 53.6 62.3 移送装置 ( I! 70.5 18.0 

木材切削工作機 ( I! ) 66.8 33.0 起重機 ( 11 40.8 9.9 

紡Al!t機 (軸 数〕 8.7 57.7 舛降機 ( ρ 58.8 36.1 

糸撚機 ( I! 16.1 98.6 回転クレーン ( ノノ 〉 45.4 17.5 

織機 〈台 数〕 12.1 12.9 天上走行クレーン 〔 ノフ 52.6 22.4 

裁縫j哩 〔 I! 72.7 62.7 広軌機関車 〔 ノ/ 〉 29.9 14.0 

履物用縫合繊 ( I! 76.1 92.7 狭軌機関車 〔 ノツ 23.5 15.8 

第 3表

CO'1ua/mcmUZf.eClCoe cmpoume/lbCmoo CCCP， M.， 1936， CTp. 52-5E 出所
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しかも新設機械設備に占める輸入機械設備の割合が極めて高い。大量の機械設

備輸入による重工莱部門のて一挙創出的様相がここに示されているといえよう。

最後に機械設備輸入の国別構成を見ると，第 l次 5ヶ年計画期0)前5ヶ年，

第 1次 5ヶ年計画期，第Z次 5ク年計画期のそれぞれの時期において， ドイツ

が49.5%，42.0%， 46.6%，アメリカが18.3%，29.6%， 19.6%， イギリスが

11.5%. 8.2%， 9.5%の比重を占めている'"。先ずドイツの圧倒的地位が注目さ

れる。 同時に， ドイツに劣;;/:.はいえアメリカの占める地作4大i'<し しか

も機械設備が大量に輸入きれた第 1次5ヶ年計画期にアメリカの比重が急増

(30%接近) ~， ドイツの比重が低下している点が注目される目。

III 技術援助協定と工業化

以下で検討する技術援助協定に関する事実関係は， ほぼ全面的に Anthony

10) BHe，叫 ItflflmOpWlJ/lfl CCCP 3a 1918-1940 ZZ.， M.， 1960 よ与計算。
11) マザーマシンである金属切削工作機輸入の国別構成を示す付表からも， ドイツとアメリフJのl七

重の高さおよび第l次 5ヶ年計画測のアメリカの比重の上昇が確認される。 ζこではドイツの圧
倒的位置がより明瞭である。

付表金属切削工作機輸入国別構成く1932年設備一般調査資料よ句〕

tiiii和問 輸入国強
ドイツ|アメリカ1イギリヰその他

全工作機 181，403 118，879 49.7 24.0 9.3 17.0 

設置く生産〉年別
1900年まで ユ1，796 8，479 48.9 11. 7 18.1 20.3 

1901-1907斗 8，217 5，834 50.0 14.3 10.1 25.6 

1908-1913年 14，805 11，195 46.0 25.5 9.0 27.6 

1914-1917:年 18，879 15，136 36.2 35，1 8.9 25.8 

1918ー1922年 8，598 6，243 29.0 33.6 10.6 ♀7.0 

1923-1927年 22，911 15，524 54.0 18.1 8.7 19.8 

1928年 8，020 5，323 67.5 11. 7 5.6 15.2 

1929年 10，659 6，042 58.2 15.9 6.2 19.7 

193C年 ユ9，55ユ 11，352 48.0 36.7 4.3 11.0 

1931年 31，115 18，269 56.2 28.1 7.5 8.2 

1932年e/l-̂/lD) 11，857 6，463 62.2 12.0 14.6 11.2 

設置(生産〉年不明 14，995 9，028 47.3 14.3 11. 5 26.9 

出所 COl1，ua.!lucmU'1eClCoe cmpoame/tucm8o CCCP， M.， 1935， CTp. 72 
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C. Sutton， Weste rn Technology and Soviet Econ印刷cDevelopment， voL 1， 

2， IIoover Institution Press， 19d8， 1971に依拠している。 その理由は，援助

受入国側ソ連の文献がほとんど存在せず，援助提供国側資料に基づいてしかこ

の問題に接近できなし、からであり，援助提供国側資料に基づいた最も詳細な研

究が上掲書だからである。

最初に投術援助協定が第 1次 5ヶ年計岡期にいかなる位置を持っていたかを

見ておこう。機械設備輸入を除けば， 20年代の外国技術の道入は主~~ Lて利権

政策を通じて行われてきた。利権の件数は第 1次 5ヶ年計画直前の1927/28年

にピーク (73件〉に達した後， 1928年に68件， 1929年に59件， 193口年に39件，

1931年に30件， 1932年に23件と漸減する。これに対し技術援助協定の件数は，

第 1次 5ヶ年計画の閣始までは， 1925/26年に 6件， 1926/27年に14件， 1927/28

年に17件と微々たるものにすぎなかったが， 1929年に70件， 1930年に 104件へ

と急増し， 1931年には124件とピークに達し， その後1932年に74件， 1933年に

46件へと急減する山。第 l次 5ヶ年計画に入ると同時に，外国技術導入の方法

が利権政策から技術援助協定利用政策へ，しかも大量の援助協定の利用へと転

換したことが明らかであろう。

ζ の技術援助協定がどの経済部門に関してどの固の企莱との聞に締結された

協定であったのかを最終的に確認する資料はない。 1929年の70協定のうち24件

は冶金，金属加工部門に関する協定で， 55件はアメリカとドイツの企業との協

定であり iへ1930牛の 104協定のうち37件が冶金部門， 25件が化学工業部門，

13件が電気工業部門， 12件が鉱山石油部門， 5件が織物工業部門， 3件が窯業

部門， 日件がその他の部門に関する協定で， 81件がアメリカ Eドイツの企業と

の協定であった1ヘ1930年の冶金部門には金属加工部門も含まれていると考え

12) HcmopuJl cou，ua/lucm山 ec/{ou8ICOμO.MUI('U CCCP. TOM 3. CTp. 318-321. G. D. Holiday， 

Technology T:ラ'ansferιフtheUSSR， 1928-1937酎 ld1966-1975， Westview Prcs~ヲ

C心lorado，1979， p.47 
13) TaM >>ce， CTp. 320 
14) A. C. S叫 ton，W町 ttinzTechnology and Soviet Econoη1ic Deve[，り戸ηent，1930 to 

1945. Hoover 1回 titutionPress， 1971， p.11 
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られるので，恐らく第 1次 5ヶ年計画期には，鉱山石油，冶金，金属加工(と

りわけ機械製作)， 電気f化学の工業部門が技術援坊協定の主要部門を形成し，

アメリカとドイツとの聞の協定がおよそ80%近〈を占めていたと考えてもよか

ろう。

以下では， ソ連邦の工業化のり ディ Y グセクターであった機械製作部門と

この部門に素材を提供すべき鉄鋼業における技術援助協定を検討するととにす

る'"。

《鉄鋼}1920年代のソ速鉄鋼業は，新技術の発展どころか草命前技術水準で

の復興すら満足に行われなかった。第1次 5ヶ年計画期の基礎となる鉄鋼業の

急速な確立という焦眉の課題は，欧米先進技術の導入によって果たされるほか

なかった。その役割を担ったのが rI-lnpOMe3 (給金工場設計研究所〉である。

技術導入に際して最大の努力が払われた点は，最新の外国技術をソ連標準設計

に合体させることであった。ここで重要な役割を演じたのがアメリカの Freyn

Engineering Company と ArthurG. McKee and Company，および若干の

ドイツ人(例えば庄延専門家の Dr.Kuppe) であった。

ソ連への外国鉄鋼技術導入の画期は， 1928年 8月に締結された Freyn社と

BCHX (国民経済最高会議〉との聞の技術援助協定である。この協定によって，

Freyn社のエンジニアが参加する冶金部が lI-1I1pOMe3に設置され， ソ連の設

計反目n6人がアメリカへ派遣され Freyn社のアノレヒーフと標準冶金製図が

門戸開比された。クズ不ック鉄鋼プラントはこの援助で設計されたものである。

1928年にはもうひとつの重要な技術援助協定が McKee社との聞で締結さ

れている。この協定はマグニトゴルスク鉄鋼プラ Y トヒ関するもので McKee

15) 機械製作部門でとりあげるのは， 自動車， トラクター， 動力 電茸L 重機械の各部門である
カミ，それは， これらの部門が第1次 5ヶ年計画期に特に著しい増大を示Ltとからであお。生産高
構成(知られている機械製作部門の)%を1927;官8年と1934:年で見ると，重論械設備が2.2→7.2ヲ

自動車が1.1→12.9，トラクターが1.3→13.1.動力ー電気が25.6>30.2へと増大したのに対し，
鉄道車怖が26.9→12.1，農業機械が25.1→5.9，船舶が11.7→9.7へと減少している。投資で見
ても，第l次 6ヶ年計困期の機械且i乍部門への総投資の42%.新プラント投資の64%が自動車，
トラクター，重機械部門に向けられている。
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社による設計は，当時世界最大の総合鉄鋼プラントであった U.S. スティーノレ

社のインディアナ・クレイ工場に1基づいたものであった。

fI.-mpOMe3 で最新の欧米技術に基づいて標準化された機械設備はウラノレマッ

シュやクラマトノレスクの重機械製作工場で量産されることになる。

高炉に関しては， Freyn社との協定によって，銑鉄年産1，000Iン (1.200I 

ンまで拡張可能〕能力を有する930m3の標準高炉がもたらされた。最終的に22

基の930m3標準高炉が製造されたといわれる。 1928年以降 (1928年まで新高炉

は 1基も建設されなかった入第2標準高炉 (1，300mりが導入きれ{s1938年ま

で， Freyn社設計標準高炉土，より数は少いが McKee社設計1，180m'高炉が

次々と建設されていったのである。

平炉はアメリカとドノツのモデノレに基ついて150トン (56m勺平炉に主とし

て標準化された。 1934年以前に建設された鉄鋼プラントのうち 5プラント〈ク

ズネッグ， "7!fニトゴルスク，ザポロジェ，キーロフ，ジェルジンスキー〕は

主として150トン平炉を装備していた。 4ヅヲントはドイツ型の70m2平炉を備

え，それ以外のプラントは外国設計の傾斜炉や特殊炉を装備していた。

分塊圧延機は1932年までソ連に存在しなかった。マ FニトコVレスクおよびク

ズネッグ鉄鋼プラントは， G・E社の運転調整装置を備えたドイツの Demag

社製品インチ分塊圧延機を装備していたが，以後この45インチ設計に基づいた

分塊庄延機が標準として採胤され， United Engineering 社の援助でイジョル

スキ およびグヲマトノレスクの重機械製作工場で製作された。

ストリップ・ミノレは， U nited Engilleering社との技術援助協定 (1935年〉

によって，ヨーロッパに少な〈とも 2年先んじてソ連にもたらされるが，以後

この UnitedEngineering社設計に標準化された。

第 l次 5ヶ年計画期の最大の鉄鋼プロジェグトであったクズネッグおよびマ

グニトコルスグ鉄鋼プヲントの建設を簡単に紹介しておこう。

クズネック (1932年以降スターリンスグ〕鉄鋼プラント建設において，

Freyn社は設計のみならず設備選択(最良の条件，技術を提供する外国設備
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を選択，ソヴェドの承認を受けて発注〕および最初 6ヶ月間のプラント操業に

対しても契約責任を負って1、た。 1929年から1932年末までの間，第 1セクンョ

ンの建設には， E. P. Everhard を総監督として約70人のアメリヵ人が従事し

ていたが，その後の第2セクションの建設はソ連自身の手によって行われ，外

国の援助は輸入圧延機の据えつけと操業に限られた。設置きれた機械設備は大

半がアメリカあるL、はドイツ製であコた。

世界最大の鉄鋼プヲントとして計画されたマグニトゴルスクの建設さは，

450人のアメリカ人ェンジ二アによって行わjた McKee社の設計作業だ日で

2，000万ループリが支出きれたといわれる。 McKee 社の現地監督官 R. W 

Stuckの下で， 1931年のプラント建設ピーグ時には約250人のアメリカ人が，

多数の他の外国人技術者とともに働いていた。マグニトコソレスクもクズネック

同様，大量の外国製機械設備を装備していた。

第 1次5ヶ年計雨期，鉄鋼業への外貨支出は総額 5億8，500万ループリで，

そのうちマグニトゴルスクに 1億9，270万ループリ， グズネックに 1億 1，340万

ノレーブリ，即ち約 3億ループリが 2つの巨大鉄鋼プラントに支出されたのであ

る16)。

《重機械設備》外国先進技術に基つ〈重機械設備の量産は， クラマトノレスグ

およびウラルマッ γ 斗重機械製作フ・ラントの建設によって可能となった。

クラマトルスグは， 1930年初期までほとんど利用きれなかった!日日tner& 

Hampnerプラントへの且額の資金投十によってソ連最大の重機械製作プヲ Y

トになったものである。クラマ十ルλ クに供与された技術援助はイ γ フォーマ

ノレなもので，外国企業とは関係なく個々のェ y ジニアとの契約によって行われ

た。クヲマトノレスクーコンピナ ト全体のチーフ:/ジ t アは W.E. Mar-

tersteckで，機械セグショ Y のチーフ・ェ γ ジニアは R.J. Leckrone，鉄鋼

セグケョ γ の監督l士 Ramseyであ勺た。 Martersteck はソ連に派遣事れた

Freyn社のスタゅフの 1人(圧延機設計者)であったが， 圧延1畿は輸入する

16) 且且 MHllIYCTHH，y1Ca3. CO弘， CTp. 190 
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より園内生産すべきであるという彼の考えに賛同したソ連の命を受けてアメリ

カへ戻り， Freyn 社とは関係たく 19人のアメリカ人〔機械~場設計者 5 人，詩

型L場専門家 3人，木型工場専門家 1人，平炉専門家 1人，計画部促進係 1人，

クレ ン設計者2人，圧延機設計右 5人，圧延機オペレ タ 1人〉を引き連

れて193C年12月にクラ 7 トルスクヘ帰って来た。このグループは約18ヶ月の|首j，

圧延機設計ビューローを形成したが，外貨危機によってほとんどのアメリカ人

エン Pニアは帰国しノレープりで働〈ドイツ人 fクラマトルスクだけで約500

人〕におきかえられた。設備はほとんど輸入に依存し，機械製作工場では 600

以上の外国製機械設備が設置されてし、た。

ウラルマッシュの場合も，約150人の外国人が建設に従事し，設備の相当部

分はドイツ製であった。

この結果， ソ連の重機械製作プラントの年産能力は飛躍的に増大する。非軍

事用設備に限ってヲ拡張されたツアーリ時代のプラントの年産能力とクラマト

ノレスク， ウラノレマッシュ両プラントの年産能力を比較してみると，標準高炉で

は前者4基に対して後者10基，標準平炉では20基に対して50基，標準分塊圧延

機では 2台に対して 5台，その他の分塊圧延機では12台に対して23台，ガス・

ジェネレーターでは5日台に対Lて200台となり， またそれ以外に， 鍛造プレス

設備，鉱山設備，非鉄冶金設備等が新たに両プラントで生産されるようになっ

た。こうして，両フラントの建設によって，外国技術に基づいて標準化された

重機械設備の量産体制が確立される U である。

《白動車)193日年以前のソ連自動車産業は，輸入部品を利用した人戦前フィ

アットZ型軽トフックの生産に|張られていた。 1929年以降，アメリカの技術援助

の下で，ゴ リキ長l動車工場の新建設，モスグワおよびヤロスヲーずリのソァ

ーリ時代工場の再装備・拡張が行われ， これら 3工場が第 2次大戦前のソ連自

動車産業を構成する。

1929年 3月31日， Ford MOtOI Company との聞に結ばれた協定は， ソ連が

3，000万ドル相当の自動車・部品を Ford社から購入し， Ford社が1938年まで
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ゴーリキ自動車製造工場建設に技術援助を供与するという内容であった。 Ford

社のιンジニアが Ford在の生産方法の導入に援助を与え， ソ連のエンシニア

がプトロイト工場で Ford社の生産}j法を研究する便宜を与えられ， ソ連は

FOl日1社の全特許を自由に獲得することができた。また， このゴーリキ工場の

設計と設備の建設・設置監督のために， 1929年 B月に AustinCompany との

聞に協定が結ばれている。 Austin社は，アメリカで Ford社やその他の自動

車工場を建設した 3 熟達した建設エンジニプリング経験を有する会社であった。

同じ(1929年に， A. J. Brandt Company 1-.の間でモスクワの AMO トラ

ック工場の再建・拡張に関して技術援助協定が結ばれた。予備的作業はデトロ

イトで行われ，アメリカのエンジニアが生産条件調査のため AMO へ派遣さ

れ， AMOのエンゾユア10人が訓練のためデトロイトヘ派遣された。

更に1929年 8月に， ヤロスヲーヴリ工場の再建・拡張に関して Hercules

Motor Corporationとの間で技術援助協定が締結された。アムトノレグは次のよ

うに述べている。 iHercules社はソ連自動車トラストに必要な製図その他の技

術的データを供与し，またエンシンの設計と製造を援助するためにソ連にエン

ジニアを派遣することになっている。更に， ソ連のエンジニアが Hercules社

の工場でそ タ一生産の諸側聞を研究することになっている ・ J17)。

ところで自動車製造は複雑高度な機械設備を必要とし，多〈の機械，とりわ

け一連の複合工作機械は全面的に外国からの輸入に依存しなければならなかっ

た。第1次 5ヶ年計画期に， ゴーリキ工場に 1億8，920万ループり， モスクヲ

工場に 1億2，220万ノレープリ相当の外貨が機械設備輸入に支出きれている山。

自動車関連産業も多〈の技術援助協定によって部品の国内供給体制を確立し

ていった。 GoganMachine Companyは，スプリング，パンパー，パーその

他の部品製造に技術援助を与えた。ガラスは C.E. Alder，電気設備は Electric

17) Amtorg Trading Company， Economic Review of the Soviet Union， No.18 (S叩 tember
19)， p. 279. 

18) TaM )l{e， cTp.174 
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Auto-Lite Company，点火装置はスイスの Scintil1aA-G.ゴムタイヤは Seiber-

ling Rubber Company，石綿は MultibestosCompanyの援助を受けた。

《トラクター》第 1次 5ヶ年計画期にソ連トラクター産業は，スターリング

ラード，ハリコフ，チェリャピンスグの 3巨大工場の新建設とプチロヴヱツヅ

工場の再建・拡張によって確立， これら 4工場が第2次大戦前のソ連のトラク

ター産業を構成する。

ヨーロッパ最大規模のスターリングフード工場は全面的にアメリカ企業の援

助の下で建設された工場である。 1929年 4月に13人のソ連エシジェア代表団が

アメリカを訪れし，しぺつかのアメリカ企業と協力して，年5万台のキャタピラ

型トラグタ を生産する工場建設計画の概要を決定したυ 工場の設計ば Al

bert Kahn， Inc.，鍛造工場の設計は R.Smith， Inc.，鋳造丁場の設計は Frank

D. Chase， Incがf円当じた。全設備がおよそ80のアメリカ企業によって製造さ

わし，分解後ソ連へ送られた。冷間型打力~工設備は Niagara， Bliss，熱処理工場

設備は Rockwell，発電所設備は Seper，発電所設備用設備は Westinghouse，

鎖コ γベヤー・システム用設備は ChainBelt Co によって供給された。これ

らの設備は McClintock& Marshallによって建てられたピノレディングに Au-

stm社の John Calder の監督下， 570人のアメリカ人と50人のドイツ人によ

っ亡再び組み立てられて設置された。

ハリコフとチェリャピンスクの両工場は，スターリングラード工場を模写し

てソ連独自の力で建設される予定であった。両工場とも結局はアメリカ人エン

ジニアの助けを請うことになる。例えば，ハリコフでは L田 nA. Swajian 

t後レーニン賞受賞〕がチ フ・エンジニアとなった。チェリャピンスクでは

John CalderをはじめアメリプJ人ムンジーアが迎え入れられ，パ fロット プ

7ントは Catterpillar社の前社員 JohnThnne とそのアシスタン?によって

建設・操業された。 1931年から1933年までのチ-7・コンサルティング・エン

ジアはE.J. Terryであった。

第 1次 5ヶ年計画期に以上3工場建設に支出吉れたタ貨は約3億2，日目。万ノレ
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ーブリであった。内訳は，スターリングラ ド工場が 1億 5，300万ループリ，

ハリコフ工場が 6，700万ループリ， チヱリャピンスク工場が 1億ノレーブりであ

る'"。

《動力・電気機械}動力・電機部門でも多数の担術援助協定が結ばれたが

(第 4表は電気設備を生産する重工業人民委員部所属の主要工場に対する荻術

援助を示したものである)，中でも特に重要な協定は1929年の G.E社との協

定である。 ιの協定によっ Cソ速は多数の製品の設E七 ι ンジーアリングおよ

己製造に関する情報，特許を獲得することができた。この協定から直接的利益

を得た工場数は極めて多いが， ひとつだけ紹介しておこう。ハリコフの四M3

ターピン工場 (193日年建設開始， 1930年完成〉は，当時世界最大のタ ピy生

産を誇る G・E 社:の 2倍の生産能力ク持つ工場として建設されたものである。

G ・E社との協定によって， G・E 社のエンジニアがプラント建設， rイツ製

設備据えつけ監督のためにハりコフに派遣され，多数のソ連人エンジニ 7が訓

練のために G・E社に送られた。 また G・E社のエンジニアは外国設備購入

委員会のメンパーにも入った。田町タービン工場の建設の結果， 1935年以前

は大部分を輸入に依存していた発電機，タービンが，これ以後ひとつのタービ

ンを輸入したのを除いて全面的に国内生産されるようになったのである。

以上見たように，第1次 5ヶ年計画期の鉄鋼，機械製作等の重工業部門の一

挙的創出二世界水準達成に主としてアメリカ企業との技術援助協定が重要な役

割を演じた経緯が明らかであろう。

最初の機械設備は大半を輸入に依存したが，その後，重機械設備に関してはテ

クラマトルスクおよびウブノレ7 ッシュ両プラント旧建設によって自給体制を確

立Lていった。サットンは次のように述べてし、る。 Iソヴェトの発展の鍵は証

明ずみ西側デザインに基づく標準タイフの重設備資本財産業の大量生産であっ

た。この原則は 3つの本質的部分をもっている。第 1に，単一生産よりも連続

19) TaM必 .e，CTp_ 168 
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第4表電気設備製造主要工場への技術援助

プフント名 製 dh | 西側技術援助 (1回 9 制 〕

νニングラ ドま也区

スターりン金属工場 蒸気ボイラー Babcock & Wilcox 

蒸気ターピγ Metropolitan -Vickers 

エレクトロシーラ工場 比延機モーター Internation且1General Electriι 

エレクトリーグ 電気溶接設備 International General Electric 

エレクト戸アパラート 重開閉装霞 International General Electric I 

エレクトロプりポール 配電盤 Bruwn Instrument Cu 

ジャイロ戸、コープ Sperry Gyroscope Co 

ラジオ工場 ラユノオ設備 Compagnie de TSF 

スヴェトラーナ工場 整流器 AEG (j虫〉

ラジオ受信ノミノレプ Siemens-Schukert 

クラスヌイ・ゾリア電話工場 電話設備 Ericsson (スウェーデγ〕

モスクワ地区

AT3工場 自動月車竜 ・トラクタ
一 気設備

AEG 

変圧器工場 変tE器 Siemens-Schukert 

Sperry Gyroscope 

ヲンプ工場 ヲソプ International General Electric 

電炉工場 電炉 Vom Bauer 

ディナモ工場 牽引設備 lnternational General Electric 

投光器・家電設備工場 投光器 w. Co宜man& C。
アイソ νータ土場 電磁器 Vakander 

絶縁材料 International General Electric 

モスクワ・ νントゲン工場 五線設備 Compagnie de TSF 

他地区

X3M3 大電動発電機 lnternational General Electric 

制工御業用ギ開ア閉装置・ lnternational General Electric 

MetrupulilaIl-Vickers 

出所 A.C.Sult叩 ，yVester:n Technology and Soviet Economic Developmのl_t，1.9:守O釦

1945， Hoover Instituti叩 Pressヲ 1971，pp. 172--173 
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大量生産，第 2に，特別の立地や市場用に仕様するコストを回避するための標

準化，第 3に，証明ずみデザインの適用による研究開発コストの回避J'ヘ
金属切削工作機に関しては，恒大な専門化された工作機製作工場の建設と拡

張が行われ，生産台数も急速に増大した。しかし生産増大の多くは単純旋盤と

立てポーノレ盤であって，それ以外の工作機は第 2次大戦終了時におL、ても多く

を輸入に依存していた。工作機部門での技術援助協定の具体的内容はあまり切

らかでないが，例え付ポドルスグ工場は FrankD_ Chase， Inc と， レニング

ラード・イリイヅチ工場は VereinigteCarborundum und Elektriwerk A-G 

と協定を結んでいる。工作機製作工場設備への外貨支出はかなり控えめなもの

で， 1929年 1932年に《プレーゼル》工場1，660万ループリ，フライス盤工場

960万ループリ，ターレット旋盤工場790万ループ人 《カリーフツレ》工場 350

万ループリ， {クラスヌイ・プロレターリ》工場350万ノレープリ等々であっ

すこ'"

こうして，重機械設備と単純工作機械の国内自給体制を一応確立したソ速は，

西側デザインの標準改作を長期にわたってほとんど技術革新を伴わずに大量生

産することによって外延的経済発展を追求していくのである。

IV 技術導入に伴う若干の諸問題

第 1次 5ヶ年計画期に機械設備輸入および技術援助協定利用とし、う形態で大

量に導入された技術は，少なくともこの期の急速な工業化をリ ドした機械製

作業に関する限りは，相対的に労働集約的なヨーロッパ型技術ではなく，大量

生産・連続流れ作業を特徴とする資本集約的なアメリカ型技術であった(第 1

次 5ヶ年計画期の機械設備輸入に占めるドイツの位置は，アメリカ企業の技術

援助の下でのデザインに基ついて発性きれた機械設備が争数合まれている点辛子

考慮して割ヲ|いて考える必要があろう〉。

氏J) A C. Sutton，。ρ cit.，p.1::10 

21) TaM }Ke， 白p.142 
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しかし，このアメリカ型資本集約的技術，生産方法は， ソ連の特殊的諸条件

に規定されて変形した形でしか導入さわしなかった。

アメリカ型技術は重工業部門に集中的に導入されたが，その基本的生産フロ

セス(熔鉱，鋳造，鍛造，機械加工，組立〕に導入されたり Cあって，補助的

プロセ只(材料処理，修理保守，事務労働等〕はより労働集約的なまま残され

た。その上，基本的プロセス白体もそデル国アメリカと比べて非常に労働集約

的であったw。これは!資本不足と豊富な労働力という当時のソ速の条件に規

定された結果であったといえよう。グラニッグは， ソ連の技術選挟の基準は労

働の節約ではな〈稀少な資本を節約したがら摩出を極大化することにあったと

述べている山。

また， この時期にはいわゆる「万能型」垂直統合企業2りが強固に形成される。

第 1に，第 1次 5ヶ年計画期の欧米先進技術移殖による新産業部門の創出は，

関連諸産業を欠いていたために，それらを白企業内に含まざるを得ず，欧米に

比べてより統合的とならざるを得なかった。関連産業を創出するには資本と需

要が不足していた。第2次 5ヶ年計画期のアウタルキー傾向の中で輸入の途絶

が統合化傾向に一層拍車をかけた。第 2に，生産品目構成の急速な変化，新生

産物に関する経験不足， メートル体系とインチ体系の並存m等の条件に規定さ

れて，部品・半製品の規格化，標準化が全く不十分にしか行われなかった。性

急な規格化，標準化は生産品目の変化と経験不足によって多大の損失をもた b

す危険があったL，あるいは仮に初発からメートル体系に統一されたならば，

22) 1929年初期から1932年初期にかけて， 金属加工業における金属切削工作機当り労働者数は 6.4

人から90人へ上昇している。玄た 1929-1933年期に追加された金属切削工作機のストック構
成を見ると，アメリカと比べてより矧動使用的な工作機が商い比率を占めている(との期は世界
哩慌下にあって， ソ連は自由に工作機を選択輸入できたー輸入は約削%を占めていかL この
点については D.Granick， Soviet間 etal:fabricatingand ec.印 ω刑 ，e砕 ve/o戸匁削t，The 
University of Wi~(じ山崎瓜 Pretち5， 1967， pp. 10ι107， pp. 183 189に詳しい。

23) D. Granick， ibid.， p.l71 

24) r万能型企業」に関しては，戸田士夫，生陸の社会化と社合主韮刷所告，長砂実戸回文夫編
「ソ連社会主設論ムユ981年を参照。

25) 193C年代末，ソ連工業の 3分の lだけがメートル体系のみを使用l.-，残り 3分の 2はメ トル
体系左インチ体系を並月していた。
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インチ休系に基つ〈アメリカの青写真中機械設備をそのままで使用することは

不可能であったであろうJ第 3に，この時期に形成される集権的物量計画シス

テムが多〈の欠陥を有していた。と旬わけ，企業闘の横の関係が寸断きれ，資

材・機械補給νλ テムが十分機能しないことから，各企業は他企業からの不確

実な資材・機械供給をあてにするよりも，非効率を承知でそれらを白企業で生

産する方法を選択した2へこれらの諾要因によコて「万能型」垂直統合企業が

形成されるのである。

技術吸収の問題も深刻であった。第 1次 5ヶ年計画期のスローガン「妓術が

全てを決定する」が第2次 5ヶ年計画期には「カードルが全てを決定する iに

おきかえられたことに示されているように，専門家層が決定的に不足していた。

また，第 1次 5ヶ年計画期には労働者数がほぼ 2倍になるが，その増大の 3分

の 2は農村出身者で，しかも企業間の労働力移動が極めて激しかった。管理専

門家，技術専門家，熟練労働力の不足と企業聞を渡り歩〈質の低い労働力の急

増が，外国技術に基づく未経験の新部門の創出の中で技術吸収の問題を深刻化

させたことは当然であろう。実際，第 l次 5ヶ年計画期に建設された工場の多

くがその生産能力を十分に発揮するようになるのは第 2次 5ヶ年計画を経てか

らのことである。

導入技術の吸収に多大の精力がさかれたとすれば， ソ連独自の技術革新に多

くを期待することは不可能である。しかし，それに加えて，世界最先端の技術

を導入しての新産業部門の創出が， ヨーロッパ第 1位あるいは世界第 1位規模

の少数巨大工場の創出を通じて訂われたために〈後にギノfン lマニアとして批

26) 鍛造品』鋳造品1 吏換部品などは最も深刻であった。例えば，鋳造品を過レ剰に生産する機械製
作企業は自企業の機械加工能力か拡大されれば容易に他企業への錆造品供給を停止する。何故な
らその企業は原料の追加配分を必要とすることなしに自らの総生産高を増大できるかbである.
当時の操権的物量百I画γ スアム下で企業活動を評価する車重要指標は総生リ産自指標であった。同
じ<.部品生産者も生産した部品を服売するよめもむしろ白企業の機械製作に用いることに利益
を見い出した。尚， ζの租時的重要困が，戦後期におけるソ連エ業企業の「ガ能性」浅存の根本的
原因と考えられる。

27) 第1次 5ヶ年計画期に操業を始めた機械製作部門の設備の 49%が新しいプラント設備であっ
7こ。その新プラントへの投資の約192%が16の新工場に集中されている。
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判されるが〉叩，逆にその後の技術革新に足かせをはめる結果をもたらしたこ

とも指摘されるべきであろう。グラニヅクは次のように述べている。 i

技術はすくに再び西洋のそれに後れをとるであろう。その理由は， この部門

(白紙状態から出発した部門 筆者〕におけるソヴェ fの技資は必ず巨大で

融通性がないものとなり，最初心設備を次の1O~30年目聞に置きかえることを

ほとんど予測せ「に 2~3年の期間に集中的になされたからである」出。

V お わ り に

1927/28年穀物危機を契機とする経済構造の大転換は，社会的所有に基づ〈

計画経済の優位性の下で，全体としては成功裡に成し遂げられた土いえよう。

操業集団化率〔播種面積〕は1928年2.3%が1932年には77.7%に達した2目。総

生産高に占める工業の割合は1929年54.5%から1932年70.7%へ急上昇し 1部

門と E部門の生産高は， 1928年にそれぞれ約70億ノレープ人約88憶ル ブリで

あったが， 1932年にはそれぞれ約2061-'"ノレ プリ，約162億ノレープリへと逆転し，

I部門工業が支配的位置を確立する。 I部門工業内では金属工業〔冶金，金属

加工〉がこの期同に約31億ノレーフりから約110億ループリへ， なかでも機械製

作業は約17億ループりから約77低ループリへと飛躍的増大を記録する山。

こうした急激な構造転換は，しかし，集団化の混乱と諸資源の I部門工業へ

の優先的配分によって農業およびE部門工業に停滞を余儀なくさせ，優先的発

展部門たる重工菜においても，前節で見たような外国技術の導入に伴う諸問題

を体質化させて，そ0)後0)ソ連経済0;;発展にとって深刻な諸問題を刻印した。

後者の諸問題， とりわけ基本的生産プロセ λ 自体の労働集約的性格，補助的

生皮プロヒスの立遅れ I万能型」企業の形成は，確かに工業化初発期の条件

下で短期的に生産を拡大しようとすれば最も容易でかつ経済的合理性を有して

28) D. Granick， ibid.， p. 24 
29) CellbCH:Oe x03Jliicmoo CCCP， M.， 1960， cτ'p.9 
30) Cou，ua/lucmUlte回 oecmpOUme.llbCm80 CCCP， Mヲ 1934，c叩).30. 
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いたといえるが，長期的に見るかぎ b明らかに近代的工業原則を逸脱するもの

であった。

再三その非合理性を指摘されながら，戦後期においても「体質化」した後進

性は再生産され，経済の内包的発展段階への移行に伴い徐々に解決されつつあ

るとはいえ，今尚根本的解決には到っていなし、。

ソ連経済の根本的転換期たる第 1次 5ヶ年計画期は，戦後ソ連経済を理解す

る上で決定的に重要な位置を占めているのである。

(1gS1年12月〉


